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1.　はじめに  

　大地震発生後は，地域住民の生活のみならず，

企業を始めとする経済活動も大きな被害を受け

ることにより，地域活動の継続が極めて困難な状

況に陥ると考えられる．都市部における地域活動

は，就業者の出社行動に大きく依存するため，交

通機関が麻痺した状態での就業者の出社可能性を

どのように想定するかが問題となる．本稿では，

まず，これまでに行ってきた分析成果（玉野・大

佛，2010a，2010b）を検証し強化するためのア

ンケート調査を実施し，その結果をもとに就業者

の出社意思を記述するモデル（以下，出社意思モ

デル）の構築を試みる．また，平成 10 年東京都

市圏パーソントリップ調査データ（以下，PT デー

タ）を用いて，地域別・職業別の出社困難率を推

定し，その特性について考察する．

2.　アンケート調査と基礎集計

2.1　アンケート調査の概要

　東京都 23 区内に勤務している就業者を対象と

して，アンケート調査を行った（図 1）．まず，

居住地と勤務地，勤務情報（雇用形態・職業・産

業），平常時の通勤手段や通勤時間など，勤務に

関する基礎情報について回答を求めた．また，大

地震発生後（約 1 ヶ月間）の交通機関が麻痺した

状態を想定し，通勤に要する時間と出社意思の関

係，徒歩と自転車による移動能力，勤務先の防災

対策や出社に関する指示などについて尋ねた．ア
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【調査対象】東京都23区で勤務する就業者

【調査方法】Web調査(マクロミル)

【調査期間】2010/12/23～2010/12/28

有効回答数：1266サンプル

【調査内容】

20代 30代 40代 50代 60代以上

男性 42 62 57 47 21

女性 47 42 57 47 21

男性 62 47 52 42 16

女性 37 26 57 26 9

男性 62 52 42 37 11

女性 26 21 16 16 6

男性 31 26 26 26 9

女性 8 6 6 6 3

男性 8 8 8 8 8

女性 4 6 6 3 0

0-10分

21-30分

51-60分

81-90分

111-121分

※年代別・性別・平常時通勤時間別のサンプル数が
実際の就業者数と同じ比率になるようサンプリング

・居住地
・勤務地
・勤務情報

・通勤に費やすことのできる限界時間
・移動可能時間・距離(徒歩)
・移動可能時間・距離(自転車)
・通勤に自転車を利用するか否か
・勤務先の防災対策の取り組み状況
・勤務先からの出社要請に関する指示
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81-90分

111-121分

・通勤手段
・通勤時間(通勤手段ごと)
・自転車保有台数(世帯)

■ 基礎情報

■ 大地震発生後の勤務について

大地震発生後(約1ヶ月間)
         に出社することを想定
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ンケート回答者の職業・産業別構成率を平成 17

年国勢調査の結果と比較し（図 2），属性上での

極端な偏りはないことを確認した．

2.2　勤務先の防災対策と出社に関する指示

　勤務先の防災対策への取り組み状況を産業別に

比較すると（図 3），公務では約 8 割が何らかの

防災対策を講じており，他の産業よりも防災意識

が高いことが確認できる．大地震発生後の出社に

関する勤務先からの指示については（図 4），雇

用形態別にみると，公務員の約 7 割が出社要請を

受けているのに対し，会社員の約 6 割は特に指示

を受けていない．職業別にみると，業務継続の指

揮を担う管理的職業であっても出社要請を受けて

いる割合は他の職業と大きく異ならない．産業別

にみると，医療・福祉業では出社要請を受けてい

る割合が約 3 割であり，公務に次いで高い．

2.3　通勤に要する時間からみた出社意思

　通勤に要する時間が長くなると，出社意思は低

減すると考えられる．そこで，通勤に費やすこと

のできる限界時間に関する回答をもとに，平常

時の通勤時間別に「出社意思を持つ人の割合（以

下，出社意思率）」を求めた（図 5）．(A) 勤務先

から出社要請がある場合の方が，(B) 勤務先から

特に指示がない場合に比べて出社意思率が高く，

(A)(B) 共に，通勤時間の増加に応じて出社意思

率が逓減することが確認できる．しかし，本アン

ケート調査ではサンプル数が限られているため，

様々な属性の組み合わせについて安定的に出社意

思率を求めることは困難である．そこで，次章で

は，出社意思率を記述するモデルを構築する．

3.　出社意思モデル

3.1　ニューラルネットワークを用いたモデル化

　本稿では，３層パーセプトロンを用いて，出社

意思率を推定するモデルを構築した（図 6）．入

力信号には，出社意思に影響を及ぼすと考えられ

る５つの要因，すなわち，(1) 性別，(2) 年齢，

(3) 勤務情報（雇用形態・職業・産業のうち１つ），

(4) 平常時の通勤時間，(5) 通勤に要する時間（所

要時間）を用いた．また，教師信号には，(A) 勤

務先から出社要請がある場合と，(B) 勤務先から

図 5　通勤時間の増加量と出社意思率の関係

図 2　回答者の属性別構成率

図 4　勤務先からの出社に関する指示（大地震発生後）

図 3　防災対策の取り組み状況

図 6　出社意思モデルの概要

特に指示がない場合の，回答者の出社意思の有

無を用いた．入力信号（勤務情報３種類）と教

師信号（(A) と (B) の２種類）の組み合わせによ

り，６種類の出社意思モデルを構築した．
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0 30 60 90 120

通勤時間の増加量(分)

0 30 60 90 120

通勤時間の増加量(分)

0～10分 21～30分 51～60分 81～90分 111～120分平常時の通勤時間

(Ⅰ)　性別 

(Ⅱ)　年齢

(Ⅲ)　勤務情報

(Ⅳ)　平常時の
　　　　通勤時間

(Ⅴ)　所要時間

1x

2x

3x

4x

5x

1

1outN 1y

入力層 中間層 出力層 

16,17,18 33,35,37 1

入力層のニューロンの数は
(Ⅰ)～(Ⅲ)は0,1で入力するので

　(Ⅰ) … 2つ
　(Ⅱ) … 6つ
　(Ⅲ) … 6,7,8つ
　(Ⅳ) … 1つ（実数）
　(Ⅴ) … 1つ（実数）

計16,17,18個となる。

(Ⅱ)　年齢 10代
0

1

20代
0

1

30代
0

1

0,1で入力できる
よう細分化

カテゴ
リー数

入力
形式

2 0/1

6 0/2

雇用形態 6 0/3

職業 7 0/4

産業 8 0/5

1 実数

1 実数

勤務情報

入力信号の情報

性別

年齢

平常時の通勤時間

所要時間

【入力信号】

【教師信号】

(Ⅰ) 性別 

(Ⅱ) 年齢

(Ⅲ) 勤務情報

(Ⅳ) 平常時の

    通勤時間

(Ⅴ) 所要時間

1

16,17,18 33,35,37 1

【設定条件】

・初期のニューロン間の重み…乱数により決定

・学習率…0.004（学習回数が増加するにつれて
                 小さく設定）

・温度係数…1.6（学習回数が増加するにつれて
         小さく設定）
・学習完了条件…誤差二乗和の相対変化率が
        0.9999以上となったら学習完了
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3.2　出社意思率の特性

　通勤時間の増加量と出社意思率の関係につい

て，勤務先からの指示別に図 7 に示す（(A) 出社

要請がある場合と (B) 特に指示がない場合）．雇

用形態別にみると，通勤時間の増加量が 30 分以

下であれば，(A) では雇用形態による差は小さい

が，(B) では公務員以外の出社意思率は低くなる．

また，職業別にみると，管理職などの業務継続の

指揮を担う重要な職業において，他職業と出社意

思率に大きな差は見られない．産業別にみると，

雇用形態別の場合と同様に，公務の出社意思率が

高く，(B) では特に他産業との差が大きくなる．

4.　体力モデル

　大地震発生後の交通機関が麻痺した状態では，

徒歩や自転車での移動距離が長くなると考えられ

るため，通勤に要する体力についても検討する必

要がある．そこで，アンケート調査の徒歩と自転

車による移動能力に関する回答をもとに，通勤

時における就業者の体力モデルを構築した（図

8）．出社移動距離（徒歩・自転車での移動距離）

を移動するために必要な体力得点（文部科学省，

2006）と就業者の属性（性別，年齢）別の情報

をもとに，体力的な限界により出社を断念する確

率を求め，各就業者の出社可能性を推定する．

5.　出社可能性の推定方法

　就業者の出社可能性の推定手順を図 9 に示す．

普段の通勤で徒歩もしくは自転車のみを移動手段

とする就業者については，交通機関の麻痺の影響

を受けにくいことから，全員出社可能と考える．

出社可能性には就業者自身もしくは家族や家屋の

被災状況などが深く関係すると思われるが，本研

究では単純化のため，出社可能性は，出社意思（出

社意思モデル）と通勤に要する体力（体力モデル）

により決まると考える．通勤時の移動手段につい

ては，徒歩以外に，復旧済みの鉄道路線と自転車

（自転車保有者のみ）を利用可能とする．

　全就業者について出社可能性を推定すること

で，出社困難者数を求める．ここでは，出社困難

者数の全就業者数に対する割合を「出社困難率」

と呼ぶ．この時，あるゾーンに勤める就業者数に 図 9　出社可能性の推定手順

図 7　出社意思率の推定結果

図 8　体力モデルの概要
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図6 入力信号の情報を参照**
勤務情報 に(a)雇用形態を使用
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対する出社困難者数の割合を「勤務地ベースの出

社困難率」，また，あるゾーンに住む就業者数に

対する出社困難者数の割合を「居住地ベースの出

社困難率」と呼び区別する．

6.　出社困難率の特性

6.1　首都圏における出社困難率

　首都圏の全鉄道路線が不通の場合の出社困難率

を求めた（図 10）．出社困難率の空間分布をみる

と，居住地ベースでは都心から遠ざかる程値は高

く，逆に，勤務地ベースでは都心に近づく程値が

高い傾向が現れている．

6.2　職業別の出社困難率

　職業別に勤務地ベースの出社困難率を求めた

（図 11）．勤務地の立地と出社困難率の関係（図

11-(a)）から，サービス業従事者については都

心では出社困難率が 90% 程度と非常に高いが，都

心から離れると 50% 以下に低減する．一方，公務

員と管理職については，都心からの距離によらず

70% 以上のゾーンが多く存在し，特に公務員は，

80 ～ 90% と出社困難率は非常に高い．公務員と

管理職は，サービス業従事者と比べて鉄道利用

者の割合が高く，また，平均通勤時間は都心から

10km 以上離れた勤務地では 20 ～ 30 分程度長い

（図 11-(b)）．そのため，公務員と管理職は，都

心から離れた勤務地でも出社困難率が高くなると

考えられる．大地震発生後においては，公務員は

市民生活の早期復旧，管理職は業務継続の指揮を

担う上で特に重要な職業である．地域活動継続に

ついて検討する際には，こうした職業別に異なる

出社困難率の特徴を考慮することが必要である．                 

7.　まとめ

　就業者を対象としたアンケート調査の結果をも

とに，大地震発生後の出社意思を記述するモデル

を構築した．更に，出社意思と体力の面から就業

者の出社可能性について検討し，出社困難率の空

間分布特性について考察した．
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図 10　首都圏における出社困難率（全鉄道路線不通時）
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